
 
 
 
 
  

第30 号 

令和 6年 12月発行 

給付金制度について 

第十条 国は、アメリカ合衆国から駐留軍用地の返還を受けた場合において、当該土地の所有者等が、当該土地が引き渡された

日（引渡日）以後引き続き当該土地を使用せず、かつ、収益していないときは、当該所有者等に対し、引渡日の翌日から起算し

て三年を超えない期間内で、当該所有者等の申請に基づき、政令で定めるところにより、給付金を支給するものとする。 

第十一条 国は、アメリカ合衆国から駐留軍用地の返還を受けた場合において、その返還を受けた日（返還日）後に返還実施計

画に基づく支障の除去に関する措置が実施されることにより当該土地の所有者等が当該土地を使用することができないと

きは、当該所有者等に対し、補償金を支払うものとする。 

第二十九条 国は、駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を推進し、当該駐留軍用地跡地における土地区画整理事業に相当の

期間を要することに伴う跡地所有者等の負担の軽減を図るため、アメリカ合衆国から駐留軍用地の返還を受け、当該駐留軍

用地跡地において土地区画整理事業が施行される場合において、跡地所有者等が、引渡日の翌日から起算して引き続き三年

を超えて、当該土地を使用せず、かつ、収益していないときは、当該跡地所有者等に対し、当該跡地所有者等の申請に基づき、

基準日から特定給付金を支給するものとする。 

第六章 特定給付金の支給 

第二章 返還実施計画等（給付金の支給） 

第二章 返還実施計画等（支障除去措置の実施期間中の補償金） 

地権者への賃借料の支給は、返還後も一定期間において、「沖縄県における駐留軍用地跡地

の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法」に基づき、補償金（第 11 条）、給付金（第

10条）、特定給付金（第29条）（以下「給付金等」）として、支給されることとなっています。 

土地の管理者は、「返還日から引渡日まで」は国、「引渡日から基準日まで」は地権者となり

ますが、給付金等の支給は、土地の所有者等が引き渡し後も引き続き土地の使用・収益をして

いないことが前提となっています。「土地の使用・収益をしていない」とは、土地を使用もし

ておらず、土地による収入も得ていない場合を指します。土地の貸借、売買、譲渡した場合や

所有者が農地や宅地等として土地を使用した場合等は、「使用せず、かつ、収益していない」

には当たらないため、給付金等は支給されません。 

那覇市におきましては、那覇軍港地権者の皆さまを対象に「がじゃんびら通信」を発行し、

那覇軍港の将来のまちづくりに関する情報を発信しております。 

今回は、給付金制度や返還後の支障除去措置に関する県内事例と、次世代の会の今年度の活

動（別紙）をご紹介します。 

沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法（関連箇所抜粋） 
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～那覇軍港の将来のまちづくりに向けて～  
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返還後の支障除去措置について（事例紹介） 

県内の駐留軍用地返還地区の事例として、ここではキャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区（約

51ha）において、返還日から支障除去が完了するまでの流れについてご紹介いたします。 

平成 27 年に返還された西普天間住宅地区は、３年かけて国（沖縄防衛局）が支障除去措置

を実施し、平成 29 年度に支障除去が完了し土地を引渡しました。 

支障除去とは、返還後に国が調査をし、土地所有者へ引き渡す前に土地を利用する上で支障

となる物件等を除去する措置です。具体的には、土地に定着する物件の除却並びに土壌汚染対

策法等に規定する土壌汚染の状況、水質汚濁防止法等に規定する水質汚濁の状況、不発弾その

他の火薬類の有無、廃棄物の有無の調査及び除去が行われます。 

米軍再編の概要と沖縄防衛局の取り組みについて（2019 年 2 月沖縄防衛局）を加工し作成 

 

西普天間住宅地区における支障除去措置の流れ

 

「がじゃんびら通信」の内容及び那覇軍港の跡地利用に関するお問い合わせ・ご相談は下記までお尋ねください。 

那覇市 まちなみ共創部 技術総務課 那覇軍港跡地利用推進室 担当：安里・石嶺 

TEL：098-861-6906 FAX：098-917-1382 「がじゃんびら通信」バックナンバー 

西普天間住宅地区（返還時） 西普天間住宅地区（引渡日） 

返還日と引渡日の様子 

 

返還時の全景（平成 27 年３月 31 日） 引渡し時の全景（平成 30 年３月 31 日） 

☞ 

※今年度から那覇軍港の跡地利用の担当課が技術部門の「まちなみ共創部技術総務課」へ変わりました（昨年度「平和交流・男女参画課」）。 

https://www.okinawa-tochiren.jp/wp-content/uploads/2020/02/14505ae52b46dcce384c6a78b3f39687.pdf
https://www.okinawa-tochiren.jp/wp-content/uploads/2020/02/14505ae52b46dcce384c6a78b3f39687.pdf


 


